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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　シート基板における複数のデバイス形成領域に電子部品および予め個片化された圧電振
動子をそれぞれ配置して、前記デバイス形成領域毎に配置した前記圧電振動子と前記電子
部品とを導通する工程と、
　前記圧電振動子のベースと前記シート基板とを切断して、前記デバイス形成領域毎に個
片化する工程と、
　を順に行うことを特徴とする圧電デバイスの製造方法。
【請求項２】
　シート基板の第１の面側に電子部品を配置する工程と、
　前記シート基板の前記第１の面側に接続部材を配置し、前記第１の面を平面視して前記
電子部品と重なるように、前記シート基板に前記接続部材を介して圧電振動子を配置する
工程と、
　前記圧電振動子と前記シート基板との間を樹脂モールド材で充たすとともに、少なくと
も前記圧電振動子の側面を前記樹脂モールド材で覆う工程と、
　前記圧電振動子のベースと前記シート基板と前記樹脂モールド材とを一括して切断する
工程と、
　を順に行うことを特徴とする圧電デバイスの製造方法。
【請求項３】
　前記樹脂モールド材で覆う工程は、前記圧電振動子と前記シート基板との間を前記樹脂
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モールド材で充たすとともに、前記圧電振動子の前記側面および前記圧電振動子の上部を
覆う工程であり、
　前記樹脂モールド材で覆う工程の後に、前記圧電振動子の前記上部を覆った前記樹脂モ
ールド材を取り除く工程を行うことを特徴とする請求項２に記載の圧電デバイスの製造方
法。
【請求項４】
　前記樹脂モールド材で覆う工程は、前記圧電振動子の前記側面に形成したキャスタレー
ションを前記樹脂モールド材で覆うことを特徴とする請求項２または３に記載の圧電デバ
イスの製造方法。
【請求項５】
　前記圧電振動子のベースの切断は、圧電振動子を構成するパッケージベースの側壁、ま
たは圧電振動子を構成するベース板を切断することを特徴とする請求項１ないし４のいず
れかに記載の圧電デバイスの製造方法。
【請求項６】
　前記圧電振動子は、予め個片化してあることを特徴とする請求項２ないし５のいずれか
に記載の圧電デバイスの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、圧電振動子と電子部品を備えた圧電デバイスの製造方法、圧電デバイスおよ
び電子機器に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　圧電デバイスには様々な種類があるが、そのうちの１つである圧電発振器は、圧電振動
子と発振回路を備えた構成である。そして特許文献１に開示された圧電発振器は、発振回
路を構成するＩＣチップを圧電振動子に固定している。また、この圧電発振器は、圧電振
動子よりも平面サイズの大きな基板を有しており、その上面に導通端子部や接続用端子部
等を設けるとともに、その下面に実装端子部を設けている。なお圧電振動子は、ＩＣチッ
プを固定した面と反対の面を基板に向けて、この基板の上面に固定してある。そして平面
視して、基板における圧電振動子よりも外側の部分に前述した導通端子部等が設けてあり
、これらの端子部とＩＣチップとがワイヤで導通している。このようなＩＣチップおよび
圧電振動子は樹脂で封止してある。
【特許文献１】特開２００６－５０５２９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　前述した圧電発振器は、製造時に基板や樹脂を切断して個片化しており、その側面が樹
脂と基板とからなっている。すなわち圧電発振器の外部からは、圧電振動子が見えないよ
うになっている。これは、平面方向における圧電振動子の外側に前述した端子部を設けて
いるので、圧電振動子の平面サイズよりも大きく切断しなければならないからである。こ
のため、この圧電発振器では、平面サイズを小型にすることができない。
【０００４】
　また従来の圧電デバイスでは、個片化するための切断時に圧電振動子の側壁の一部も切
断して、このデバイスの表面に圧電振動子の側面を露出し、小型化した構成のものは見当
たらない。
【０００５】
　そして近年は、ディジタル式携帯電話等を始めとする様々な電子機器が小型化されてい
る。このため圧電発振器を使用するユーザは、圧電発振器等の電子デバイスを電子機器の
限られた空間に搭載しなければならないので、この電子デバイスの小型化を要求している
。しかし前述した圧電デバイスでは、平面サイズが大きくなってしまうので、この要求に
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応えることができない。
【０００６】
　本発明は、小型化した圧電デバイスの製造方法および圧電デバイスを提供することを目
的とする。また、この圧電デバイスを利用した電子機器を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、上述の課題の少なくとも一部を解決するためになされたものであり、以下の
形態または適用例として実現することが可能である。
【０００８】
　［適用例１］シート基板における複数のデバイス形成領域に電子部品および予め個片化
された圧電振動子をそれぞれ配置して、前記デバイス形成領域毎に配置した前記圧電振動
子と前記電子部品とを導通する工程と、前記圧電振動子のベースと前記シート基板とを切
断して、前記デバイス形成領域毎に個片化する工程と、を順に行うことを特徴とする圧電
デバイスの製造方法。
　これにより個片化した後の基板および圧電振動子の各側面が圧電デバイスの表面に露出
して、同一面を形成することができるので、圧電デバイスの平面サイズを小型化できる。
また圧電デバイスは、圧電振動子のベースの一部を切断して形成するため、圧電振動子の
平面サイズよりも小型にできる。さらに圧電デバイスを製造するには、圧電振動子のベー
スの一部を切断しているので、シート基板上に配置する圧電デバイス同士の間隔を狭くす
ることができる。これにより１枚のシート基板に配置する圧電振動子の数を多くでき、１
枚のシート基板から得られる圧電デバイスの数を多くできる。
【０００９】
　［適用例２］前記圧電振動子と前記電子部品とを導通する工程は、前記圧電振動子を前
記電子部品の上方に配置し、前記デバイス形成領域毎に配置した前記圧電振動子と前記電
子部品とを導通する工程であり、前記個片化する工程の前に、前記電子部品を樹脂モール
ド材で覆う工程を行うことを特徴とする適用例１に記載の圧電デバイスの製造方法。
　圧電デバイスは、圧電振動子と電子部品を２階建て構造にしているので、その平面サイ
ズを小型にできる。また圧電デバイスは、その上部に樹脂モールド材を設けてなく、圧電
振動子が上面に露出しているので低背化できる。
【００１０】
　[適用例３] シート基板の第１の面側に電子部品を配置する工程と、前記シート基板の
前記第１の面側に接続部材を配置し、前記第１の面を平面視して前記電子部品と重なるよ
うに、前記シート基板に前記接続部材を介して圧電振動子を配置する工程と、前記圧電振
動子と前記シート基板との間を樹脂モールド材で充たすとともに、少なくとも前記圧電振
動子の側面を前記樹脂モールド材で覆う工程と、前記圧電振動子のベースと前記シート基
板と前記樹脂モールド材とを一括して切断する工程と、を順に行うことを特徴とする圧電
デバイスの製造方法。
【００１１】
　圧電デバイスは、圧電振動子と電子部品を２階建て構造にしているので、平面サイズを
小型にできる。また圧電振動子の下方および側面を樹脂モールド材で覆っており、発明の
形態によっては圧電振動子の上部も樹脂モールド材で覆っている。これにより圧電振動子
を保護することができ、圧電デバイスの信頼性が向上する。さらに個片化した後の圧電デ
バイスの側面には、圧電振動子、基板および樹脂モールド材の各側面が露出しており、こ
の各側面が同一面内にある。これにより圧電デバイスは、平面サイズを小型にできる。
【００１２】
　［適用例４］前記樹脂モールド材で覆う工程は、前記圧電振動子と前記シート基板との
間を前記樹脂モールド材で充たすとともに、前記圧電振動子の前記側面および前記圧電振
動子の上部を覆う工程であり、前記樹脂モールド材で覆う工程の後に、前記圧電振動子の
前記上部を覆った前記樹脂モールド材を取り除く工程を行うことを特徴とする適用例３に
記載の圧電デバイスの製造方法。
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　このような圧電デバイスは、圧電振動子とシート基板との間は樹脂モールド材によって
充たされているが、圧電振動子の上部がこのデバイスの外部に露出する構成になる。よっ
て圧電デバイスは、高さを低くすることができるとともに、電子部品を樹脂モールド材で
保護することができる。
【００１３】
　［適用例５］前記樹脂モールド材で覆う工程は、前記圧電振動子の前記側面に形成した
キャスタレーションを前記樹脂モールド材で覆うことを特徴とする適用例３または４に記
載の圧電デバイスの製造方法。
　このキャスタレーションを覆う工程は、前述した少なくとも電子部品の周囲を樹脂モー
ルド材で覆う工程と同時に行うことができる。これによりキャスタレーションを保護する
ことができる。また圧電振動子の上部に樹脂モールド材を設けるとともに、基板と圧電振
動子の間（中間部）に樹脂モールド材を設けている場合には、キャスタレーションを覆っ
た樹脂モールド材で上部と中間部の樹脂モールド材を接続することができる。よって樹脂
モールド材を一体化することができ、圧電デバイスの信頼性がより向上する。
【００１４】
　［適用例６］前記圧電振動子のベースの切断は、圧電振動子を構成するパッケージベー
スの側壁、または圧電振動子を構成するベース板を切断することを特徴とする適用例１な
いし５のいずれかに記載の圧電デバイスの製造方法。
　圧電デバイスは、圧電振動子の側壁またはベース板の一部を切断して形成するため、平
面サイズをより小型にできる。
【００１５】
　［適用例７］前記圧電振動子は、予め個片化してあることを特徴とする適用例１ないし
６のいずれかに記載の圧電デバイスの製造方法。
　個片化してある圧電振動子を用いると、様々な種類の圧電振動子を圧電デバイスに搭載
できる。また圧電振動子は、個片化した状態で周波数調整する場合があり、また個片化し
た状態で製品検査を行っているので、正常に動作する製品のみを圧電デバイスに搭載でき
る。よって圧電デバイスの不良品の発生を低減できる。
【００１６】
　［適用例８］上述の適用例のいずれかに記載の圧電デバイスの製造方法によって製造さ
れたことを特徴とする圧電デバイス。
　これにより圧電デバイスの平面サイズを小型にすることができる。
【００１７】
　［適用例９］適用例８に記載の圧電デバイスを搭載したことを特徴とする電子機器。
　電子機器には、より小型化されていく傾向の高いものがある。このような電子機器では
、圧電デバイスを始めとする様々な電子デバイスを搭載する空間が限られているが、前述
した特徴を有する圧電デバイスは少なくとも平面方向が小型化されているので、この圧電
デバイスを前記空間に搭載することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　以下に、本発明に係る圧電デバイスの製造方法、圧電デバイスおよび電子機器の最良の
実施形態について説明する。圧電デバイスの概略構成は、次のようになっている。図１は
圧電デバイスの断面図である。圧電デバイス１０は基板１２を有しており、この基板１２
の他方の面に外部端子１４を設けている。また基板１２の一方の面に絶縁膜１６が設けて
ある。この絶縁膜１６の上に電子部品３２を配設しており、電子部品３２と外部端子１４
が導通している。さらに基板１２の一方の面に、絶縁膜１６から露出した接続部材配置用
電極１８を設けている。この接続部材配置用電極１８の上に接続部材３０を設けており、
接続部材３０の上に圧電振動子４０を設けている。これにより圧電デバイス１０は、電子
部品３２と圧電振動子４０とを高さ方向に並べて配置した構造になっている。
【００１９】
　この圧電振動子４０は、パッケージ４４と圧電振動片４２を有している。このパッケー
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ジ４４は、凹陥部４８を備えたパッケージベース４６（ベース）と、このパッケージベー
ス４６の上面に接合したリッド５８とを備えている。このリッド５８により、凹陥部４８
を気密封止している。またパッケージベース４６は、その底面（凹陥部４８の底面）にマ
ウント電極５０を備えるとともに、裏面に振動子端子５２を備えており、マウント電極５
０と振動子端子５２が１対１に導通している。このマウント電極５０の上に導電性接着剤
５４を設けており、この導電性接着剤５４によって圧電振動片４２を電気的および機械的
に接続している。この圧電振動片４２は、ＡＴカットされた圧電基板等を用いた圧電振動
片、音叉型圧電振動片、弾性表面波素子片等であればよい。
【００２０】
　そして前述した接続部材３０は、振動子端子５２と電気的および機械的に接続している
。また接続部材３０および振動子端子５２を介してマウント電極５０に導通した接続部材
配置用電極１８は、電子部品３２と導通している。これにより圧電振動片４２と電子部品
３２が導通する。そして基板１２と圧電振動子４０との間に樹脂モールド材３８を設ける
とともに、リッド５８を除いた圧電振動子４０の上部に樹脂モールド材３８を設けている
。この圧電振動子４０（パッケージベース４６）、樹脂モールド材３８および基板１２の
それぞれの側面が同一面を形成している。
【００２１】
　このような圧電デバイス１０の製造方法は、次のようになっている。図２ないし図４は
圧電デバイスの製造工程の説明図である。最初に、シート基板２０に電子部品３２等を配
置する工程を説明する。まず図２（Ａ）に示すように、絶縁性のシート基板２０を用意す
る。このシート基板２０は、複数のデバイス形成領域を有している。そしてシート基板２
０の他方の面には、デバイス形成領域毎に外部端子１４を複数設けている。なおシート基
板２０は、圧電デバイス１０を個片化するために、デバイス形成領域毎に切断すると基板
１２になる。
【００２２】
　またシート基板２０の一方の面には、デバイス形成領域毎にワイヤボンディング用電極
（図示せず）や接続部材配置用電極１８、シールド電極（図示せず）等を設けている。前
記ワイヤボンディング用電極は、電子部品３２を搭載したときに、この電子部品３２と導
通するためのワイヤ３６が接合される電極である。また前記ワイヤボンディング用電極は
、電子部品３２の周囲に配置されるように、シート基板２０上に設けてある。接続部材配
置用電極１８は、シート基板２０上に圧電振動子４０を搭載するための接続部材３０が配
設される電極である。そして接続部材配置用電極１８は、複数有るうちの少なくとも２つ
（圧電振動片４２と導通する電極）が前記ワイヤボンディング用電極と１対１に配線パタ
ーン２２を介して導通している。
【００２３】
　前記シールド電極は、電子部品３２を搭載したときに、この電子部品３２の下方に位置
するように配置してある。前記シールド電極は、配線パターン２２等を介して、グランド
電位となる外部端子１４（グランド端子）と導通している。前記シールド電極は、圧電デ
バイス１０の外部から加わる電磁波ノイズ等から悪影響を受けるのを防止している。そし
て前記ワイヤボンディング用電極の一部や前記シールド電極は、シート基板２０上におけ
るデバイス形成領域内を引き回された配線パターン２２を介して導通部２４と接続してい
る。この導通部２４は、シート基板２０を貫通して設けられており、外部端子１４と導通
している。この導通部２４は、例えばビアホール等であればよい。
【００２４】
　そして接続部材配置用電極１８および前記ワイヤボンディング用電極を除き、シート基
板２０、配線パターン２２および前記シールド電極の上に絶縁膜１６を設けている。この
絶縁膜１６は、例えばレジスト膜等であればよい。なお配線パターン２２や導通部２４、
前記シールド電極は、絶縁膜１６によって覆われているので、他の配線パターン２２等と
ショートすることがなく、また後述するように絶縁膜１６上に固着した電子部品３２と直
接にショートすることもない。よって配線パターン２２や導通部２４等を、電子部品３２
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の下方位置に配置することが可能になるので、１層構造のシート基板２０を用いることが
でき、また配線パターン２２の引き回しの自由度や導通部２４の設ける位置の自由度が向
上する。
　また絶縁膜１６は、電子部品３２の下側のみに設けてあってもよい。
【００２５】
　次に、図２（Ｂ）に示すように、接続部材配置用電極１８の上に接続部材３０を設ける
。接続部材３０は、導電性を有するものであり、例えば半田ボール等であればよい。また
接続部材３０は、銅ボールまたは樹脂ボール等で形成されるコアを半田メッキしたもので
あってもよい。このように接続部材３０を２重構造とすることにより、前記コアがスペー
サとしての役割を果し、接続部材３０の上に配設される圧電振動子４０のシート基板２０
からの高さが一定に保たれるとともに、接続部材配置用電極１８と圧電振動子４０の電気
的および機械的な接続が確保される。
【００２６】
　次に、図２（Ｃ）に示すように、各デバイス形成領域の絶縁膜１６の上に電子部品３２
を配置する。この電子部品３２は、例えば接着剤やテープ等の接合材を用いて固着する。
この接合材は、非導電性であるのが好ましい。また電子部品３２は、圧電振動子４０に電
気信号を供給して、発振・増幅させる回路（発振回路）を備えていれば良く、集積回路（
ＩＣ）チップになっている。この電子部品３２の能動面には、ワイヤボンディング用パッ
ド３４が設けてある。そして電子部品３２は、能動面を上方に向け、非能動面をシート基
板２０側に向けて搭載してある。
【００２７】
　次に、図２（Ｄ）に示すように、ワイヤボンディング用パッド３４と前記ワイヤボンデ
ィング用電極にワイヤ３６を接合して、これらを導通する。なおワイヤ３６を接合すると
きは、まず前記ワイヤボンディング用電極にワイヤ３６の一端を接合してワイヤ３６を上
方に引上げた後、ワイヤ３６を横方向に引き出してワイヤボンディング用パッド３４に接
合し、その後切断すればよい。このような逆ボンディング法を用いることにより、ワイヤ
３６と電子部品３２の角部とが接触することがなく、また前記ワイヤボンディング用電極
と電子部品３２との距離が近い場合であってもワイヤボンディングを行える。以上により
、接続部材３０と電子部品３２が導通するとともに、電子部品３２と外部端子１４が導通
する。
【００２８】
　そして第２に、圧電振動子４０等を配置する工程を説明する。まず図３（Ａ）に示すよ
うに、デバイス形成領域毎に圧電振動子４０を配置する。すなわち圧電振動子４０を接続
部材３０の上に配置して、圧電振動子４０の振動子端子５２と接続部材３０を接合する。
これにより圧電デバイス１０は、電子部品３２と圧電振動子４０を２階建てにした構造に
なり、デバイス形成領域毎に配置してある電子部品３２と圧電振動子４０が接続部材３０
を介して導通する。なお圧電振動子４０の裏面とワイヤ３６は接触していない。
【００２９】
　次に、図３（Ｂ）に示すように、圧電振動子４０のリッド５８が覆われるように、樹脂
モールド材３８を流し込む。これによりシート基板２０と圧電振動子４０の間も樹脂モー
ルド材３８で充たされるとともに、圧電振動子４０の上部も樹脂で覆われる。
【００３０】
　次に、図３（Ｃ）に示すように、リッド５８の表面に板状の部材３９を当接させつつ平
行に移動させて、リッド５８の表面を覆う樹脂モールド材３８を取り除く。そして樹脂モ
ールド材３８が硬化すると、シート基板２０と圧電振動子４０の間が樹脂モールド材３８
で充たされた状態となる。
【００３１】
　そして第３に、圧電デバイス１０を個片化する工程を説明する。図４（Ａ）に示すよう
に、デバイス形成領域毎に切断して個片化する。具体的には、図４（Ａ）の破線で示す部
分、すなわち圧電振動子４０（パッケージベース４６）の側壁５６の一部、シート基板２
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０および樹脂モールド材３８を切断する。この切断により、圧電振動子４０、樹脂モール
ド材３８および基板１２のそれぞれの側面が同一面を形成する。なお圧電振動子４０の側
壁５６の一部を切断した場合であっても、圧電振動子４０の内部（凹陥部４８）は気密封
止されたままである。
　そして個片化した圧電デバイス１０は、図４（Ｂ）に示すようになる。以上により、圧
電デバイス１０の製造は終了する。
【００３２】
　このようにして製造された圧電デバイス１０は、圧電振動子４０と発振回路（電子部品
３２）を備えているので圧電発振器となる。なお電子部品３２は、前記発振回路の他にも
、電圧制御回路や温度補償回路、プログラムすることにより任意の出力周波数を設定でき
る回路、圧電振動子４０から出力された周波数信号から年月日等のディジタルデータを作
り出力する回路、ジャイロセンサ用の駆動・検出回路等を備えることもできる。このよう
な回路を備えた圧電デバイス１０は、電圧制御機能や温度補償機能を備えた圧電発振器、
リアルタイムクロック装置またはジャイロセンサ等になる。
【００３３】
　そして、以上説明した製造方法およびこの製造方法により得られた圧電デバイス１０に
よれば、基板１２、圧電振動子４０および樹脂モールド材３８の各側面を表面に露出して
同一面を形成しているので、圧電デバイス１０の平面サイズを小型化できる。そして圧電
デバイス１０は、圧電振動子４０の側壁５６の一部を切断して形成するため、圧電振動子
４０の平面サイズよりも小型にできる。なお圧電デバイス１０は、圧電振動子４０と電子
部品３２を２階建て構造にし、接続部材３０やワイヤ３６等を圧電振動子４０の平面方向
の領域内に収めているので、平面サイズを小型にできる。さらに圧電デバイス１０の上部
に圧電振動子４０のリッド５８が露出しているので、圧電デバイス１０を低背化できる。
【００３４】
　また圧電振動子４０の側壁５６の一部を切断しているので、シート基板２０上に配置す
る圧電デバイス１０同士の間隔を狭くすることができる。このため圧電振動子の側壁を切
断しない従来の場合に比べて、１枚のシート基板２０に配置する圧電振動子４０の数を多
くできる。すなわち１枚のシート基板２０に設けるデバイス形成領域を多くすることがで
き、１枚のシート基板２０から得られる圧電デバイス１０の数を多くできる。
【００３５】
　また圧電振動子４０と基板１２との間を樹脂モールド材３８で充たしているので、電子
部品３２、接続部材３０およびワイヤ３６を絶縁することができるとともに、外部からの
衝撃等から電子部品３２等を保護することができ、圧電デバイス１０の信頼性が向上する
。
【００３６】
　また個片化してある圧電振動子４０を用いると、様々な種類の圧電振動子４０を圧電デ
バイス１０に搭載できる。また圧電振動子４０は、個片化した状態で周波数調整する場合
があり、また個片化した状態で製品検査を行っているので、正常に動作する製品のみを圧
電デバイス１０に搭載できる。よって圧電デバイス１０の不良品の発生を低減できる。
【００３７】
　なお図１等に示す圧電デバイス１０は、これの側面に振動子端子５２が露出しているが
、振動子端子５２が側面に露出していない形態であってもよい。すなわち圧電振動子４０
の側壁５６の一部を切断したときでも、この切断後のパッケージベース４６の周縁部より
も内側に振動子端子５２を設けておく。これにより振動子端子５２は、その側面が樹脂モ
ールド材３８により覆われて、圧電デバイス１０の側面に露出しなくなる。この場合、外
気や水蒸気等の影響を振動子端子５２が受けることを防止できるので、発振周波数が変わ
る等の影響を受けることを防止できる。
【００３８】
　また前述した実施形態では、圧電デバイス１０の上面に圧電振動子４０のリッド５８が
露出した形態であるが、圧電デバイスの上面が樹脂モールド材３８で覆われた形態であっ
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てもよい。すなわち図３（Ｃ）を用いて説明した工程を行わずに、図３（Ｂ）に示す圧電
振動子４０とシート基板２０との間に樹脂モールド材３８を注入するとともに、圧電振動
子４０の上部を樹脂モールド材３８で覆う工程をした後、図４（Ａ）に示すような圧電振
動子４０の側壁５６の一部、シート基板２０および樹脂モールド材３８を切断する工程を
行ってもよい。そして、この工程によって得られる第１の変形例に係る圧電デバイス６０
は、図５（Ａ）に示すようになる。これにより圧電振動子４０のリッド５８（図５（Ａ）
では図示せず）を樹脂モールド材３８で保護することができ、圧電デバイス６０の信頼性
が向上する。
【００３９】
　また第２の変形例として図５（Ｂ）に示すように、圧電デバイス６２は、その上部を完
全に樹脂モールド材３８から露出した形態であってもよい。図１等を用いて説明した圧電
デバイス１０は、圧電振動子４０のリッド５８の上面が樹脂モールド材３８で覆われてい
ないが、リッド５８の側部に樹脂モールド材３８が設けられている。このため図５（Ｂ）
に示すように、圧電デバイス６２は、圧電振動子４０のリッド５８の上面とともに側部に
も樹脂モールド材３８を設けていない形態とすることができる。
【００４０】
　また第３の変形例として図６に示す形態のものがある。ここで図６（Ａ）は本変形例に
係る圧電振動子の平面図であり、同図（Ｂ）は本変形例に係る圧電デバイスの斜視図であ
る。なお図６では、凹陥部４８、マウント電極５０および振動子端子５２の記載を省略し
ている。圧電振動子６４には、図６（Ａ）に示すように、パッケージベース４６の四隅に
キャスタレーション６６を設けたものがある。キャスタレーション６６は、パッケージベ
ース４６の高さ方向に沿った角部に凹部を設け、この凹部の表面をメタライズすること等
により形成してある。そして例えば、このキャスタレーション６６を介して、凹陥部４８
の底面に設けたマウント電極５０と、パッケージベース４６の裏面に設けた振動子端子５
２とが導通している。
【００４１】
　そして、この圧電振動子６４を用いた圧電デバイス６８は、図２ないし図４を用いて説
明した形態と同様にして製造すればよい。なおシート基板２０に形成した圧電デバイス６
８を個片化する場合（図４（Ａ）に示す工程のとき）は、図６（Ａ）において破線で示す
箇所で圧電振動子６４を切断すればよい。このようにして製造した圧電デバイス６８は、
図６（Ｂ）に示すようになり、圧電振動子６４に形成したキャスタレーション６６が樹脂
モールド材３８で充たされている。そしてこの場合も、圧電振動子６４、基板１２および
樹脂モールド材３８の各側面が同一面内にある。なお図６（Ｂ）は、圧電デバイス６８の
上部にも樹脂モールド材３８を設けた形態を示しているが、図１や図５（Ｂ）に示すよう
に圧電振動子６４のリッド５８が圧電デバイス６８の上面に露出した形態であってもよい
。
【００４２】
　さらに第４の変形例として図７に示す形態のものがある。第４の変形例に係る圧電デバ
イス７０は、前述した実施形態に係る圧電デバイス１０と比較して、圧電振動子の構成が
異なっている。この変形例の圧電振動子７２は、圧電振動片４２を搭載するベースとして
、板状になっているベース板７４を有している。ベース板７４は、その上面にマウント電
極５０を備えるともに、その下面に振動子端子５２を備えている。そしてマウント電極５
０と振動子端子５２は導通している。このマウント電極５０の上には、導電性接着剤５４
によって圧電振動片４２を電気的および機械的に接続している。またベース板７４の上に
シームリング７６が設けてあり、圧電振動片４２の周囲に配設してある。なお圧電振動片
４２とシームリング７６は接触していない。そしてシームリング７６の上にリッド５８を
配設して、圧電振動片４２を気密封止している。
【００４３】
　このような圧電振動子７２は、基板１２に配設された接続部材３０の上に配設している
。これにより圧電デバイス７０は２階建て構造となる。そして圧電振動子７２と基板１２
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との間に樹脂モールド材３８を設けるとともに、リッド５８の上面を除いた圧電振動子７
２の周囲に樹脂モールド材３８を設けている。そして圧電振動子７２（ベース板７４）、
樹脂モールド材３８および基板１２のそれぞれの側面が同一面を形成している。
【００４４】
　そして圧電デバイス７０を製造するには、圧電振動片４２、シームリング７６およびリ
ッド５８をベース板７４の上に配置した圧電振動子７２を形成しておく。一方、シート基
板２０に電子部品３２等を配置するには、図２を用いて説明した工程を行えばよい。この
後、圧電振動子７２をシート基板２０に搭載して、デバイス形成領域毎に電子部品３２と
圧電振動子７２を導通する。次に、樹脂モールド材３８で電子部品３２や圧電振動子７２
等を覆う。そしてベース板７４、シート基板２０および樹脂モールド材３８を切断して、
デバイス形成領域毎に圧電デバイス７０を個片化する。
【００４５】
　これにより圧電振動子７２、樹脂モールド材３８および基板１２の各側面が同一面を形
成して、圧電デバイス７０は平面サイズを小型化できる。また圧電振動子７２は、前述し
た実施形態の圧電振動子４０よりも薄型化できるので、本変形例に係る圧電デバイス７０
は、より薄型化できる。
【００４６】
　なお図７に示す圧電デバイス７０は、リッド５８の上面を樹脂モールド材３８で覆って
いない構成である。しかし圧電デバイス７０は、リッド５８の上面を樹脂モールド材３８
で覆っている構成であってもよい。
　また図７に示す圧電デバイス７０は、振動子端子５２が側面に露出した構成である。し
かし圧電デバイス７０は、振動子端子５２が側面に露出していない構成であってもよい。
【００４７】
　また前述した圧電振動子７２は、予め個片化されている。しかし圧電振動子７２は、複
数のデバイス形成領域が形成されるシート状のベース板７４を用いて形成してあってもよ
い。すなわちシート状のベース板７４のデバイス形成領域毎に圧電振動片４２、シームリ
ング７６およびリッド５８を配置して、互いに繋がっている圧電振動子７２を形成する。
そして接続部材３０を介して、このシート状の圧電振動子７２をシート基板２０の上に配
置した後、樹脂モールド材３８で覆う。この後、ベース板７４、シート基板２０および樹
脂モールド材３８を切断して、圧電デバイス７０を個片化する。このように圧電デバイス
７０を製造してもよい。
【００４８】
　さらに圧電デバイスは、樹脂モールド材３８を設けない構成であってもよい。これは、
シート基板２０の圧電デバイス形成領域毎に圧電振動子４０を配置する工程（図３（Ａ）
に示す工程）の後に、圧電振動子４０の側壁５６やベース板７４の一部とシート基板２０
を切断する工程を行えばよい。このような圧電デバイスであっても、圧電振動子４０の側
面と基板１２の側面が同一面内にあり、平面サイズが小型化されている。
【００４９】
　さらに圧電デバイスは、シート基板２０と圧電振動子４０の間を全て樹脂モールド材３
８で充たす形態ばかりでなく、電子部品３２の周囲のみを樹脂モールド材３８で覆った構
成であってもよい。これにより樹脂モールド材３８で電子部品３２を保護することができ
る。
【００５０】
　そして前述した圧電デバイスは、様々な電子機器に搭載することができる。以下では、
この電子機器の一例として、ディジタル式携帯電話について説明する。図８はディジタル
式携帯電話の概略構成図である。ディジタル式携帯電話１００は、送受信信号の送信部１
０２および受信部１０４等を有し、この送信部１０２および受信部１０４に、これらを制
御する中央演算装置（ＣＰＵ）１０６が接続している。またＣＰＵ１０６は、送受信信号
の変調および復調の他に表示部や情報入力のための操作キー等からなる情報の入出力部１
０８や、ＲＡＭ，ＲＯＭ等からなるメモリ１１０の制御を行っている。このためＣＰＵ１
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０６には、圧電発振器１１２が取付けられ、この圧電発振器１１２から出力されるクロッ
ク信号を利用している。またＣＰＵ１０６は温度補償型圧電発振器１１４と接続しており
、この温度補償型圧電発振器１１４は送信部１０２と受信部１０４とに接続している。こ
れによりＣＰＵ１０６からの基本クロックが、環境温度が変化した場合に変動しても、温
度補償型圧電発振器１１４により修正されて、送信部１０２および受信部１０４に与えら
れるようになっている。そして圧電発振器１１２や温度補償型圧電発振器１１４に、前述
した圧電デバイス１０，６０，６２，６８，７０等を利用できる。
【００５１】
　そしてディジタル式携帯電話１００は、近年小型化されているので、圧電デバイスを始
めとする様々な電子デバイスを搭載する空間が限られているが、前述した圧電デバイス１
０，６０，６２，６８，７０等は少なくとも平面方向が小型化されているので、この圧電
デバイス１０，６０，６２，６８，７０等を前記空間に搭載することができる。
【図面の簡単な説明】
【００５２】
【図１】圧電デバイスの断面図である。
【図２】シート基板に電子部品等を配置する工程の説明図である。
【図３】圧電振動子等を配置する工程の説明図である。
【図４】圧電デバイスを個片化する工程の説明図である。
【図５】第１，２の変形例に係る圧電デバイスの斜視図である。
【図６】第３の変形例に係る圧電デバイスの斜視図である。
【図７】第４の変形例に係る圧電デバイスの断面図である。
【図８】ディジタル式携帯電話の概略構成図である。
【符号の説明】
【００５３】
１０，６０，６２，６８，７０………圧電デバイス、１２………基板、１４………外部端
子、２０………シート基板、３０………接続部材、３２………電子部品、３８………樹脂
モールド材、４０，６４，７２………圧電振動子、４６………パッケージベース、５６…
……側壁、５８………リッド、６６………キャスタレーション、７４………ベース板、１
００………ディジタル式携帯電話。
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